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　インターネットの起源は、1969年に米国防総省

の研究機関が相互にネットワークで接続したアーパ

ネット（ARPANET）にあるといわれています。近年、

インターネットの規模は急速に拡大し、現在では、

全世界を結ぶグローバルなネットワークになってき

ました。その結果、個人・企業・政府機関は日々イ

ンターネットを通じて情報などのやり取りを行な

い、もはやインターネットなしではビジネスや生活

が成り立たない状況になっているといっても過言で

はありません。

　このインターネットは、単なる通信の一手段とな

るに止まらず、文化・社会・政治の各方面に極めて

大きな変革を呼び起こしましたが、同時に、イン

ターネットがかかわることで発生する法律問題も多

岐にわたって見られるようになってきました。特

に、インターネット上で商取引が行なわれるように

なるにつれ、契約の成立やその有効性といった法律

問題が発生するようになっています。

　さらに、消費者保護の問題や、あるいはインター

ネット取引の特性である対面取引でない点から生じ

る決済手段や本人認証の問題なども起きており、こ

れらについては、立法的に解決されていない問題も

多いのが現状です。

　また、インターネット取引を利用した犯罪も多発

しています。インターネット上において名誉の毀損

や、知的財産権を侵害するなどの違法行為がなされ

た場合の対処法についても、従来のオフラインでの

規制を前提とした法制度の枠組みを変容させざるを

得ない場合もあります。

　本シリーズでは、２回にわたりインターネットが

提起する法律問題について解説しますが、本号にお

いては、主にインターネット上で商取引を行なう際

のポイントとあわせ、インターネット上でなされ

る不法行為に対抗する方策などについて紹介し、

次号においては、インターネットと著作権や特許

権等のいわゆる知的財産権の問題を取り扱うこと

にします。

契約の成立に関する問題

　インターネットで商取引を行なう場合、当然の

ことながら、売買などの契約もインターネット上

で締結するのが通常でしょう。

　まず、インターネット上で契約を締結する場合、

契約の成立時期をどのように考えるのか、後日契

約内容などについてクレームがつけられた場合、

どう対応するかについて、オフラインでの取引と

の違いを説明します。ただ、後述するところからも

お分かりいただけるとおり、インターネット上の

取引についても、すべてオフラインでの取引に関

する法規制（民法・商法・刑法など）が前提となり、

この基本となる法規制が、若干修正されているに

すぎません。

　したがって、いずれにしても民法や商法などに

関する基本的な法律知識が必要になることには留

意しなければなりません。

契約成立の時期

１）　契約成立の時点

　契約は、申し込みの意思表示と承諾の意思

表示の合致によって成立します。一般的には、

契約の締結に際して契約書が作成される場合

が多いと思いますが、契約書自体は、契約の成

１．電子商取引における「契約の成立」に関する問題
契約は「承諾通知の利用者到達時」に成立
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立とその内容についての「証拠」となるだけ

で、契約を成立させる場合、必ず必要というわ

けではありません（つまり、口頭でも契約は成

立することになります）。

　このように、わが国の民法は、契約成立の方

式について何らの制限も設けていないので、イ

ンターネットを利用した電子データの送受信に

よって契約を成立させることも当然可能です。

ただ、どのような行為がされた時点で契約が成

立することになるかは、別の問題です。

　この点、販売者がインターネット上の画面に

商品などの情報を掲載することは、販売者の

「申し込み」ではなく「申し込みの誘引」に過

ぎず、利用者がこれに応じて注文する行為が

「申し込み」で、販売者がこの申し込みに応じ

て「承諾」することによって契約が成立すると

考えられています（図１）。

　そして、民法は、意思表示の成立について

は、原則として「到達時」とするのに対し（民

法97条 1項）、契約の承諾に限っては、「発信

時」としています（民法526条1項）。これに

よると、上記の例では、販売者が承諾の意思表

示を発信した時点（承諾する旨の電子メールを

送信した時点）で売買契約が成立するというこ

とになります。

　しかしながら、インターネット上の取引で、

このような取り扱いがされることにはさまざま

な批判的な意見があり、これを受けて「電子承

諾通知」については、到達の時に成立するとす

る法律が制定されました（電子消費者契約及び

電子承諾通知に関する民法の特例に関する法律

４条）。したがって、インターネット上の取引

における契約は、「販売者が利用者の申し込み

を受け、これを承諾する通知を発し、その承諾

通知が利用者に到達した時点」で成立すること

になるわけです（図１※）。

　これに対し、例えばインターネット上の通信

トラブルにより、承諾通知のデータが相手方に

到達しなかった場合には、契約は成立しないこ

なぜ｢契約の成立時期｣が重要なのか

　契約がいつ成立するのか、という問題は、法律家に固

有のマニアックな論点ではありません。

　契約が成立した後、契約者は契約内容に拘束され、売

買契約を例にすると、約定の期限までに、売主は契約目

的物を引き渡す義務を負い、買主には売買代金を支払う

義務が生じることになります。そして、相手方の了解が

得られない限り、その契約を取り消したり、効力を解消

させたりすることは決して容易なことではありません。

　これに対し、契約が成立していない段階では、例えば、

契約の申し込みをした者は、相手方の承諾があるまで

（契約が成立するまで）の間、いつでも自由に（無理由で）

申し込みの意思表示を撤回することができるのです。で

すから、契約の成立・不成立は非常に重要な問題になっ

てくるのです。
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とになります。

　また、文字化けなどによりデータの内容が解

読不能になった場合も契約は不成立となります

が、その内容が異なって伝わった場合には、契

約は一応成立するものの、契約の有効性の問題

となります。

２）　インターネットでの「書面の交付」

　一方、契約の際に「書面の交付」を要件とし

ている法律もあります。例えば、特定商取引法

（旧訪問販売法）13条１項では、前払い方式の

通信販売について、通販業者に承諾等の書面通

知義務が課されています。

　「書面」とは、紙媒体などに文字等が記され

たものである以上、電子メールで代替すること

はできず、別途、ネットワーク外で書面を交付

する必要があると考えられていましたが、「書

面の交付等に関する情報通信の技術利用のため

の関係法律の整備に関する法律」が制定され、

電子データなどを送信等することにより書面の

交付に代えることができるように関係法規の改

正がなされています。

　

契約の有効性に関する問題

１）　インターネット取引における「錯誤」

　では、契約が成立した後はどうなるのでしょ

うか。インターネット上でも、民法の「詐欺・

強迫」などにより、契約の有効性が問われるこ

とになります（図２）。例えば、成立した契約も、

「法律行為の要素」と呼ばれる契約内容の核心

部分に間違いがあれば、その意思表示は無効と

なります（錯誤。民法95条本文）。

　インターネット上の取引において実際に「錯

誤」が問題となる場合とは、大きく分けて、①

コンピュータの操作ミスにより誤った意思表示

がされる場合（表示行為の錯誤）と、②思って

いた商品と実際の商品が違っている場合（内容

の錯誤）の２つでしょう。

　ただ、民法95条但書は、契約申し込み等の

意思表示をした者に「重大ナル過失」がある場

合、後に、錯誤により無効であることをその者

が主張することは許されない旨を規定してい

ます。これに関して、①のコンピュータの誤操

作という類型による錯誤については、これを

防ぐ手段を施すことが可能です。

　具体的には、購入者が申し込みを行なう際、

その内容を確認する画面が再度表示されるよ

うにプログラムを設定することが考えられま

す（図３※）。そして、このような対応をとった

場合にもかかわらず、誤った意思表示が行な

われた場合（内容確認画面を設けたにもかか

わらず申し込み者が確認を怠った等のケース）

には、申し込み者に「重大な過失」があるとさ

れる可能性が高くなります（図３※※）。

　販売者としては、そのような再確認画面を

必ず用意することによって、利用者からのク

レームなどをある程度封じることが可能にな

るわけです。

２）未成年者の取消権の制限

　また、未成年者は、法定代理人の同意がない

場合には、その法律行為を取り消すことがで

きますが（民法４条1項、２項）、このように、

法律行為を確定的に行なう能力、すなわち「行

為能力」が制限されている場合があることに
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留意する必要があります。

　未成年者のほかには、ほぼ常に法律行為の意

味を理解する能力を欠いた「成年被後見人」

（民法７条）、法律行為の意味を理解する能力が

著しく不十分な「被保佐人」（民法11条）、法

律行為の意味を理解する能力が不十分な「被補

助人」（民法14条）という、３つの類型にあて

はまる者の「行為能力」が制限され、これらの

者による一定の行為が取消の対象となります。

これはインターネット上の取引でも、一般の取

引と異なるところはありません。

　インターネット上の取引の場合、対面取引で

はないうえ、利用が簡便であることから、通常

の取引形態以上に未成年者等が取引を行なう

可能性が高いと思われます。このような状況

下で、後日に未成年者等により契約取り消し

を請求されるリスクを回避するため、イン

ターネット上で取引を行なう者は、取引相手

の年齢確認などを行なったうえで取引に入る

べきでしょう（図３※※※）。このような確認が

されたにもかかわらず、未成年者が、例えば20

歳以上である旨の回答をした場合には、取消

権の行使が制限されることになります（民法

20条）。
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①

②

２．インターネット上の取引と消費者保護
消費者契約法と特定商取引法による規制

　インターネットは、パソコン端末を通じて、各家

庭にまで及んでいます。すなわち、インターネット

を用いて商取引をしようとする業者は、消費者個人

と直接取引することとなるわけで、その意味では各

種消費者保護の法律に精通することが必要となって

きます。

　ここでは、消費者保護法制のうち、消費者契約法

と特定商取引法について、関連部分を解説します。

消費者契約法がかかわる範囲

　近年、消費者保護に関する関係法規の整備がなさ

れてきており、この点に関する一般法ともいうべき

消費者契約法が平成13年 4月 1日に施行されてい

ます。

　この法律は、まず、「消費者」と「事業者」が締

結する契約（「消費者契約」という）すべてに適用

されるところに特徴があります。ちなみに、ここで

いう「消費者」とは事業者を除く個人のことであ

り、「事業者」とは、法人形態をとっているか否か

にかかわらず事業を行なう者で、その契約がその者

にとって事業としての契約である者を指します（消

費者契約法２条）。

　また、同法では契約の類型も問われていません。

商品の売買であれ、施設・システムの利用契約であ

れ、サービスを提供する契約であれ、「消費者」と

「事業者」との間で交わされる契約であれば「消費

者契約」に該当し、本法が適用される仕組みとな

っています。すなわち、いわゆる「Ｂ to Ｃ取引」

（Ｂ：Business、Ｃ：Consumer)に該当すれば、当然

に消費者契約法が適用されることになるわけです

（図４）。

消費者契約法による規制

　次に、消費者契約法に定められている事項につい

て解説します。

　これまでも、消費者契約における事業者と消費者

の交渉力の格差に由来するトラブルは再三問題視さ

れてきましたが、民法上の詐欺や強迫の立証には困

難が多く、消費者にとって明らかに一方的に不利と

思われるような条項が契約中に存在しても、民法上

の信義誠実原則や公序良俗に反して無効であること

（民法1条、90条）を消費者側で主張・立証しなけ

ればならず、消費者側がトラブルを問題とするには

大きな困難がありました。

　そこで、この法律では、　詐欺、強迫の立証を容

易にするべく、その抽象的な要件を類型化、客観化

するとともに、　無効とすべき不当な条項について

相当程度の類型化を行なっています。
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１）取消権の行使

　まず、①についてですが、民法上の詐欺（民

法96条）が明確には立証できない場合でも、消

費者は、事業者がａ）重要事項について事実と

異なることを告げたこと（消費者契約法４条１

項１号）、ｂ）将来の利益等についての断定的

判断を提供したこと（同項２号）、ｃ）消費者

にとって利益となる事実は告げるが、不利益と

なる事実を告げなかったこと（同条２項）によ

り、重要事実を誤認して契約を申し込んだり、

あるいは承諾を与えたりした場合、その契約を

取り消すことができることとなりました。

　ただし、この法律に基づく取消権について

は、その行使期間について、「追認をすること

ができる時から６カ月」

で時効消滅するととも

に（民法の場合は５

年）、除斥期間について

も「契約の締結の時か

ら５年」として（民法の

場合は20年）、民法上の

詐欺・強迫取消権のそ

れよりも大幅に短縮さ

れています（消費者契

約法７条）。これは、事

業者の責任を加重した

分、均衡を図ったもの

といえます。

２）損害賠償の定め

　次に、消費者にとっ

て一方的に不利で不当

と思われる条項のうち、

とくに損害賠償の定め

について事業者に「不

当に有利」な条項が類

型化されました。

　具体的には、事業者

について、

①債務不履行責任、不法行為責任に基づく

損害賠償義務の全部を免除する条項

②債務不履行責任、不法行為責任に基づく

損害賠償責任の一部を免除する条項（た

だし、故意または重大な過失による場合

に限る）

③瑕疵担保責任の全部を免除する条項（た

だし、別に瑕疵のないものに取り替えた

り修補する特約が定められていたり、別

の事業者が瑕疵担保責任を負い、瑕疵の

ないものに取り替えたり修補する責任を

負うこととされている場合を除く）

は、無効となります（消費者契約法８条）。
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　逆に、消費者の損害賠償額が予定されている

条項についても、以下に示す部分については無

効とされます。

①消費者契約の解除に伴い消費者が支払うべ

き損害賠償の額が予定されている場合、そ

れがその契約の解除に伴いその事業者に生

ずべき平均的な損害の額を超えていると、

その超える部分（消費者契約法９条１号）

②ある契約に基づき消費者が支払うべき金額

を、その消費者が支払わない場合における

損害賠償の額が予定されている場合、支払

うべき日の翌日から支払いをした日までの

日数に応じ、支払うべき金額から既払い金

を控除した額に年14.6％の割合を乗じて

計算した遅延利息の金額を超えていると、

その超える部分（同条２項）。

③その他、民法、商法よりも消費者の権利を

制限したり、義務を加重したりして、消費

者の利益を一方的に害するもので、その程

度が民法１条２項の権利行使や義務履行は

信義誠実に行なわれなければならないとの

原則に反するもの（消費者契約法10条）。

特定商取引法による規制

　次に、「特定商取引法」による規制について解説

します。

　インターネット上で行なわれる売買は、特定商取

引法上の「通信販売」にあたり、同法の適用を受け

ることになります（平成13年６月１日から、訪問

販売法が改正され、特定商取引法となりました）。

１）表示事項に関する規制

　前払い式の通信販売については特定商取引法

で通販業者に書面通知義務が課せられているこ

とは先述のとおりですが、同法では、他に通信

販売広告の表示事項について規制が置かれてい

ます。

　通信販売広告とは、販売業者が、広告を通じ

て通信手段で申し込みを受けることを明らか

にし、消費者がその表示により購入の申し込

みができる形態のものをいい、この形態を

とっていれば広告で使用するメディアの種類

は問わないものと解されています。

　したがって、ホームページ等を使用して商

品等の広告を行なうことは、通信販売広告に

該当することになります。そして、この場合、

特定商取引法11条ではトラブル防止の見地か

ら、販売条件の表示を義務付けています。同条

により表示義務の対象となる項目は次のとお

りです（図６）。

①商品の販売価格等（販売価格に商品の送

料が含まれない場合には、販売価格およ

び商品の送料）

②商品の代金等の支払いの時期および方法

③商品の引渡時期等

④商品の引き渡し、または権利の移転後に

おけるその引き取り、または返還につい

ての特約に関する事項（その特約がない

場合についてはその旨）

⑤販売業者等の氏名または名称、住所およ

び電話番号

⑥販売業者などが法人である場合、その代

表者または責任者の氏名

⑦申し込みの有効期限があるときは、その

期限

⑧販売価格等以外に購入者等の負担すべき

金銭があるときは、その内容およびその

額

⑨商品に隠れた瑕疵がある場合の販売業者

の責任についての定めがあるときは、そ

の内容

⑩商品の販売数量の制限その他の特別の商

品の販売条件等があるときは、その内容

⑪広告の表示事項の一部を表示しない場合

で、特定商取引法11条但書の書面を請求

した者に当該書面に係る金銭を負担させ

るときは、その額
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　ただし、その広告に、請求によりこれらの事

項を記載した書面（または電子データ）を遅滞

なく交付する旨の表示をする場合には、経済産

業省令で定めるところにより、これらの事項の

一部を表示しないことができます（特定商取引

法11条但書）。

２）誇大広告等の禁止

　通信販売を行なう場合には、

①商品の性能もしくは効能、役務の内容も

しくは効果または権利の内容もしくはそ

の権利に係る役務の効果

②商品の引渡しまたは権利の移転後におけ

るその引取りまたはその返還についての

特約

③商品、権利または役務についての国また

は地方公共団体の関与

④商品の原産地もしくは製造地または製造

者名

⑤特定商取引法11条各号に掲げる事項

について、著しく事実に相違する表示をし、ま

たは実際のものよりも著しく優良であり、もし

くは有利であると人を誤認させるような表示を

してはならないと規定されています（誇大広告

の禁止。特定商取引法12条）。ちなみに、この

規定に違反した場合には、100万円以下の罰金

に処せられることになります（特定商取引法

72条 3号）。

　また、この規定に違反する行為は主務大臣に

よる指示（特定商取引法14条）や業務禁止命

令（特定商取引法15条）の対象となり、これ

らの指示や命令に違反した場合にも100万円以

下の罰金（指示違反の場合、特定商取引法72条

２号）あるいは２年以下の懲役もしくは300万

円以下の罰金、またはこれらの併科に処せられ

ます（業務停止命令違反の場合、特定商取引法

70条２号）。

　なお、訪問販売や電話勧誘販売には、特定商

取引法上、クーリング・オフ権が規定され、一

定期間内であれば申し込みを無理由で撤回する

ことなどが認められていますが、通信販売にお

いて同様の規定はなく、クーリング・オフ権は

認められていません。
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３．インターネット上の名誉・プライバシー侵害
ネット上で誹謗中傷等が行なわれた場合の対応策

　インターネットの普及によって、新たなコミュニ

ケーションの可能性がもたらされましたが、その半

面、かつての特定人対特定人の間の双方向的なコ

ミュニケーション（手紙や電話等）や、特定の一組

織が不特定多数に向かって行なう一方的なコミュニ

ケーション（新聞、放送等）においては見られな

かった新たな問題が生じています。

　この問題の一つが、インターネット上において、

他人の名誉やプライバシーを侵害したり、著作権や

商標権を侵害する等の他人の権利を侵害する情報が

発信された場合の被害をどのように救済し、被害拡

大を防止するかというものです。

　インターネット上における知的財産権侵害の問題

は次号に譲ることとし、本号においては、例えば、

インターネット上の掲示板において、自企業の名誉

を毀損する発言やプライバシーを侵害する情報等が

書き込まれた場合を想定し、その対処方針を紹介し

ます。

ネット上で生じる名誉毀損の問題

　まず、インターネット上においても名誉毀損やプ

ライバシーの侵害がされうることには異論がないと

ころです。「名誉」とは自己についての社会的評価

であり、これを低下させる行為は当然名誉毀損に当

たります。プライバシーについてはさまざまに定義

されるものの、一定の企業秘密等が漏洩されるよう

な場合、これが違法な行為となることは、オフライ

ンの実世界においてもインターネット上においても

何ら変わりはありません。

　そして、名誉についていうならば、名誉毀損者に

対して、損害の賠償を求めることができますし、名

誉を回復するための措置として、場合によっては、

謝罪や書き込まれた情報の削除を求めることも可能

です。

　しかしながら、インターネット上の名誉毀損は、

匿名で行なわれることが多いことが最大の特徴で

す。つまり、被害者として権利侵害情報の発信者に

情報の削除や発言の停止、損害賠償あるいは謝罪を

求めようとしても、発信者が匿名のため、発信者側

のプロバイダーを通じて対処を申し入れるしか手段

がなく、プロバイダー側が氏名やIPアドレス（イ

ンターネット網の中で、通信相手を識別する番号）

など、発信者に関する情報を明らかにしない場合に

は、プロバイダーの責任を追及するより方法があり

ません。

　従来、プロバイダーに対しては、情報発信者に関

する情報を開示するよう、さまざまな要請がなされ

てきましたが、プロバイダー側は、電気通信事業法

上の「通信の秘密」に該当するとして、回答を拒絶

するという対応をとってきました。したがって、裁

判所の令状に基づく強制捜査がなければ、プロバイ

ダーは、電気通信事業法４条の「通信の秘密」を根

拠に、投稿者の住所・氏名等を開示することはほと

んどありません。

　この「通信の秘密」には、通信の内容だけでなく

通信当事者の氏名や住所も含むと考えられ、通信の

秘密を侵した場合の罰則もあります（同法104条）。

したがって、プロバイダーが契約者の住所や氏名を

被害者に教えてしまうと、「通信の秘密を侵した」

として契約者から訴えられたり、刑事処分を受けた

りする可能性もあるわけです。

　実際、筆者も、かつて、弁護士法23条の2に基

づく照会─弁護士が弁護士会を通じて、公務所また
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は公私の団体に照会して必要事項の報告を求める制

度─を用いて、発信者情報の開示を求められたプロ

バイダーの相談に応じたことがありますが、その際

も回答を拒絶するように指導しました。

　一方、被害者サイドとして、どうしても直接の加

害者を知りたい場合は、警察に対する被害届や告訴

状を提出し、捜査機関が裁判所の令状に基づいて強

制捜査を行なうことを願うしかありませんでした。

ただ、この場合も投稿内容があまりに激烈で、例え

ばいたずら電話やいたずらメールなどの二次的被害

を引き起こしているような場合以外、捜査機関の対

応は遅く、必ずしもすべてのケースで有効な手段と

なるとはいい難いのが現状です。

　そのため、最近ではプロバイダーの責任を問う例

が増えています。平成14年6月26日、東京地方裁

判所は、インターネット上の掲示板「２ちゃんね

る」に関し、都内の動物病院等が、掲示板の設置者

に対して、名誉を毀損する発言の削除と損害の賠償

を求めた事件において、掲示板設置者に対し、発言

の削除と損害賠償の一部を認める判決を言い渡しま

したが、このような紛争もこの一例といってよいで

しょう。

プロバイダー責任法の規定

　この点については、平成13年11月、いわゆるプ

ロバイダー責任法（「特定電気通信役務提供者の損

害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法

律」）が成立し、平成14年5月から施行され、これ

によって、プロバイダーの責任の範囲等が立法的に

解決されたという誤解も多いのが事実です。

　しかしながら、プロバイダー責任法は、プロバイ

ダーが、どのような場合に責任を負うことになるの

かを規定したものではありません。むしろ、プロバ

イダー責任法は、インターネット上において他人の

権利が侵害されたとき、プロバイダーは、権利を侵

害する情報を削除する等の措置を講ずることが技術

的に可能な場合で、かつ、プロバイダーが他人の権

利が侵害されていることを知っていたときか、知る

ことができた場合でなければ責任を負わないとする

もので、プロバイダーの責任を制限するものという

ことができます（その意味で、この法律は、「プロ

バイダー責任制限法」と呼称すべきとする指摘もあ

ります）。

　ただし、プロバイダー責任法は、被害者に対し、

「２ちゃんねる」 裁判の経緯

　「２ちゃんねる」（http://www.2ch.net）は、1日あ

たり約80万件の書き込みがあるインターネット上の

巨大掲示板である。書き込みに際しては、氏名・メー

ルアドレス・ユーザーIDなどを記載する必要はなく、

また、掲示板設置者サイドもIPアドレスなどの接続

情報を原則として保存していないとし、「気兼ねなく

会社・学校・座敷牢からアクセスできるように、発信

元は一切分かりません。お気楽ご気楽に書き込んで下

さい」としている。

　他方、掲示板設置者は、氏名・住所とメールアドレ

スを公開したうえで、「削除の最終責任は管理人にあ

ります」「訴状、苦情は管理人へ直接お願いします」

「裁判がどうたらという脅しメールが来てうざいので、

文句があったら訴状を送りつけて下さい」などとして

いる。

　２ちゃんねるでは、特定のテーマごとに個別の掲示

板が300種類以上存在し、各掲示板には個別の話題ご

とに数百個のスレッド（特定の話題に関する一連の書

き込み）が存在する。そして、誰でも無料で閲覧でき

るほか、書き込みや、新しくスレッドを作って発言す

ることもできる。

　平成13年 1月以後、この２ちゃんねるの「ペット

大好き掲示板」に「悪徳動物病院告発スレッド！！」

が作られ、特定の動物病院や獣医の実名を挙げたう

え、「えげつない病院」「動物実験はやめてください」

「過剰診療・誤診・詐欺・知ったかぶり」「被害者友の

会」「腐敗臭」等々の書き込みがされた。

　当動物病院側は、これらの書き込みの削除を求めた

が受け入れられず、２ちゃんねるでは、かえってこの

削除の依頼を揶揄・侮辱する発言が書き込まれたた

め、結局、掲示板設置者に対し、書き込みの削除と損

害賠償を求めて訴訟を提起したのである。
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権利を侵害する情報の削除と発信者の特定という２

つの救済策を確保しています。

１）情報削除の申し入れ

　被害者は、まず、プロバイダーに情報の削除

を申し入れることができ、プロバイダーは発信

者に削除の可否を照会し、同意を得た場合や照

会から７日以内に回答がない場合は情報を削除

することができることとされました（プロバイ

ダー責任法３条２項）。

　この点、この条項は、このような場合に、書

き込み等を削除しても、プロバイダーは、発信

者との関係で責任を負わない旨を規定するに止

まりますが、実際上は、被害者による情報削除

の申し入れを有効な解決手法として導入したこ

とになります。

２）発信者の特定

　ただ、発信者が不同意の回答をする等、プロ

バイダーが情報を削除しない場合、被害者は通

常の民事訴訟などで解決を目指すことになりま

す。このため、被害者が発信者を特定するため

に氏名やIPアドレス等の開示を求めた場合、プ

ロバイダーは発信者に確認しその同意を得て開

示するが、同意が得られないとき、被害者は裁

判所を通じ、プロバイダーに対し発信者情報の

開示を請求することができるとされました。

　これらは、自企業の名誉が毀損されたような場合

の救済手段としては意味があるものといえ、今後、

匿名による無責任な発言を抑止する効果も期待でき

るでしょう。

掲示板管理者の責任

　しかしながら、先述のとおり、プロバイダー責任

法は、プロバイダーがどのような場合に責任を負う

かを規定したものではありません。被害者として

は、プロバイダーが名誉毀損表現の削除を行なわ

ず、また、発信者が特定できないような場合、プロ

バイダーを直接の相手方として、データの削除や

損害賠償を請求するほかないこととなります。

　そして、このうち、損害賠償は、「プロバイダー

が、表現を削除しなければならない義務を負って

いるのにその義務を行なわず、その結果発生した

損害」の賠償を求めるものであるため、結局、どち

らの問題もプロバイダーが表現を削除しなければ

ならない義務を負うのか、また、どのような場合に

その義務を負うのかという問題に収斂することと

なります。

　先述した「２ちゃんねる」事件の判決は、正にこ

の点に関するものでした。東京地方裁判所は、①

「２ちゃんねる」設置者が、掲示板を設置・運営・

管理し、掲示板にされた発言を削除する権限を有

していること、②いかなる場合に掲示板にされた

発言の削除を求めることができるのかの内規が不

明確なこと、③匿名での発言を認め、発言者情報が

漏洩することのないことが保証されていて、他人

の権利を侵害する発言が数多く書き込まれること

が容易に推測できること等を指摘し、掲示板管理

者は、名誉毀損表現がされていることを知ったと

き、または知り得るとき以後は、名誉毀損表現を削

除すべき条理上の義務を負うとしました。なお、掲

示板設置者はこの判決を不服として、東京高等裁

判所に控訴しています。

掲示板管理者による「記載削除」

　この問題の最大のポイントは、記載内容が真実

であるか否かについて不明な段階で、掲示板設置

者が、発言者の同意なく、記載を削除することがで

きるかという点にあります。

　つまり、他人の名誉を毀損する表現も、公共性と

公益性が認められ、また、内容が真実であれば違法

とはならないが、掲示板設置者は、掲示板に書き込

まれた発言内容が真実であるかどうかの判断資料

をもたず、したがって、それらが適法な書き込みで

ある可能性もあり、そうである以上、発言者の同意
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なく発言を削除することは、発言者の表現の自由を

侵害する可能性もあるというわけです。

　この点に関し、東京地方裁判所は、名誉毀損表現

が真実であるかどうか等について、被害者と掲示板

設置者との関係では、掲示板設置者サイドが証明す

る責任を負い、真実であること等を証明できない以

上は、記載を削除する義務を負うと判断しました。

　これについては、被害者の被害回復方法は他にな

いこと等が重く考慮されたと思われますが、この判

決の基準による場合、例えば、インターネット上の

掲示板において政治家の贈収賄行為に関する書き込

み等がされた場合、掲示板設置者は、それが真実で

あることの証明資料を保有していることはあり得

ず、結局、ほぼ例外なくそれを削除しなければなら

ない義務を負うこととなってしまうことになりま

す。これについては、言論のあり方を考慮するとき

に異論が出るところでしょう。

ネット上での名誉毀損発言への対処

　「２ちゃんねる」判決の当否はともかく、イン

ターネット上での名誉毀損発言がされた場合の対処

方法は図７のようにまとめることができます。図７

を見ておわかりいただけるように、ネット上で名誉

毀損発言がなされた場合には、①発言の削除を求め

ることと、②発言者を特定することが重要です。

１）発言削除を求めるとき

　被害者が発言者に直接削除を申し入れられ、

それが受け入れられればよいのですが、発言
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者に対して削除を申し入れられないケースが問

題となります。その場合、プロバイダーに削除

を要求することになるわけですが、プロバイ

ダーも、プロバイダー責任法３条２項により、

発言者との関係で責任を負わない場合が規定さ

れています（図７※）。

　このケースでは、プロバイダーを通じて削除

が可能ということになります。また、プロバイ

ダーを通じて削除が拒否された場合、通常の民

事訴訟で解決を目指すことになります。

２）発言者を特定するとき

　単に発言の削除を求めるだけでなく、相手方

に謝罪を求めたり、場合によっては損害賠償を

請求する場合には、②の「発言者の特定」が必

要になります。この場合、被害者は発言者の氏

名等の情報をプロバイダーに開示するよう求

め、プロバイダーが発信者の同意を得られない

場合には、裁判所を通じ、プロバイダーに対し

発信者情報の開示を請求することができます

（プロバイダー責任法４条：図７※※）。

　次いで、発言が削除されない場合、プロバイ

ダーに対して削除を請求することとなるわけで

すが、この際には、必ず削除を求める発言を特

定することが必要です。先述の東京地方裁判所

判決の基準によると、この段階でプロバイダー

側は発言を削除する義務を負うこととなり、こ

れに従わない場合、プロバイダーはこれによっ

て生じた損害を賠償する責任を負うことになる

わけです。

　また、発言者が特定された場合、その発言者

に対し損害の賠償や、名誉を回復するための措

置として、謝罪や、（技術的に可能であれば）発

言の削除等を求めることになります。

「無視・黙殺」が有効なケースも

　ただし、これらの方法によることが賢明でない場

合もあります。名誉毀損に対し認定される賠償額

（慰謝料や企業損害）は高額ではなく、刑事罰（こ

とに実刑）が科されることは実際にはまれです。

　そのため、何らかの法的手続をとることが被害

の抑止につながるどころか、かえって一層の名誉

毀損発言を助長することもにもつながりかねませ

ん（上述の「２ちゃんねる」訴訟においては、訴訟

提起の後、掲示板においてさらなる名誉毀損表現

が相次ぎ、また、被害者に対しては無言電話が頻繁

にかかってきたようです）。

　インターネット上における書き込み等には、建

設的な反論はもちろん、法律上の諸手続によって

対抗するにはあまりに馬鹿馬鹿しいものも少なく

なく、いずれにしても、無視し黙殺するという方法

も選択肢に加えたほうが良いケースも多いのが事

実です。

　以上、本号においては、インターネット上の商取

引に関するポイントと、インターネット上で名誉

が毀損された場合の対処方法などについて概説し

ました。ただ、インターネットにまつわる法律問題

は、次号において紹介する知的財産権の問題を別

にしても、これらに限られるわけではありません。

　ただし先述したとおり、インターネットの世界

においても、オフラインでの実世界に関する法規

制が前提となり、これの修正や応用がされている

のが実際であり、インターネット上での事業を展

開する場合、一般的な法知識が不可欠であること

は当然です。日常的に、これら法規制に対する意識

を持ちつつ、必要に応じ、専門家に対し適切なアド

バイスを求めることも必要になるでしょう。
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１）東京地方裁判所平成9年5月26日判決

  （思想フォーラム事件・第1審）

　初のオンラインでの誹謗中傷事件として注目を集め

た。インターネット上のホームページではなく、パソ

コン通信に類するオンラインでの会議室における議論

が問題となったもの。管理者の責任に関し、契約に基

づく削除義務は認められないとしたが、「条理」によ

り削除の義務を導く判断を行ない、後の裁判例にも大

きな影響を与えた。

２）東京地方裁判所平成11年 9月 24日判決

  （都立大学事件）

　都立大学で教官が運営するネットワーク内に作成さ

れたホームページに、大学内で対立する学生同士の衝

突に関する名誉毀損表現がされ、実名で名指しされた

者が、大学等を訴えた事件。１）の判決と同様の法解

釈を行なった。

３）東京高等裁判所平成13年 9月 5日判決

  （思想フォーラム事件・控訴審）

　１）の控訴審判決。契約に基づく一般的な削除義務

は否定しつつ、例外的な条理上の削除義務を肯定し、

この点に目新しい判断はないが、１）と異なり、管理

ネット上の名誉毀損に関するこれまでの判例

者の責任を否定した。

　名誉毀損がされた場合、本来、加害者と被害者との間

で、民事・刑事の責任追及を行なうのが筋道だとし、思

想フォーラムという性質上、激しい論争や誹謗抽象的

な発言が発生することを見込み、管理者の裁量判断に

おいて大きな逸脱はないとしたものである。

４）東京地方裁判所平成13年 8月 31日決定

  （日本生命仮処分事件）

　「２ちゃんねる」で日本生命保険相互会社に対する誹

謗中傷発言が繰り返され、同社は、掲示板管理者に対

し、一連の書き込みの削除を求めて仮処分を申請した

もの。決定は日本生命側の主張をほぼ認め、指定された

すべての書き込みの削除を認めた。

５）東京地方裁判所平成13年 8月 27日判決

  （本と雑誌のフォーラム事件）

　「ニフティ」の本と雑誌のフォーラムにおいて、名誉

を毀損されプライバシーを侵害されたと主張する者が、

ニフティのみを相手方として損害賠償を求める訴訟を

提起したもの。判決は、そもそも発言内容が、名誉毀損

等に当たらないとして、ニフティの管理者責任に触れ

ることなく、原告の請求を棄却した。
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